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調査報告
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『国際教育文化研究』 Vol.7, 2007. 6, 157-181 

人類学的教育及び民族教育研究の動向

ー東アジア諸国と米国を中心に一

坂元一光＊ ジェフ・ゲーマン

アナトラ・グリジャナティ 李河姫

（＊研究代表）

本稿は学術雑誌などの文献を中心に東アジアおよび米国における人類学的教育研究の動向を

さぐった共同研究の中間報告である。調査では米国および中国、韓国、日本における人類学的

教育および民族教育研究の動向をさぐるとともに、その主たる分析枠組みを提供していると考

えられる米国教育人類学の最新動向についても簡単なレビューを試みた。 l今回の調査では各

分担者がそれぞれの個人的課題、すなわち中国少数民族研究、先住民教育研究、教育現象の質

的研究、という三つの視点と代表者が設定した東アジアにおける教育人類学の導入過程という

共通枠組みにもとづいて、関連文献を選択しその内容について検討した。したがって、それら

は必ずしも各国の人類学的教育研究の全体像を提示するものとなってはいない。ただ、少なく

とも上記の三つの視点はそれぞれ現在の東アジアおよび米国における人類学的教育研究の動向

の重要な側面や特徴を構成しており、．今回の文献調査をとおして結果的に以下の 3点を確認し

えたように思われる。

まず東アジアにおける教育人類学あるいは人類学的教育研究のあたらしい動きの登場である。

かつて江渕は米国教育人類学の発展過程をたどる作業のなかで「教育人類学という学問がなぜ

アメリカで栄え、日本を含む他の諸国ではそれほど振るわないのか」（江渕 1994: 1) という

問いをたてたことがあった。しかし、江渕のこの指摘から 10数年を経て、日本をはじめ中国

や韓国でも人類学的視角やエスノグラフィーの方法を取り入れた新しい教育研究が徐々に姿を

あらわしつつあることが確認された。また、人類学的教育研究の基本的枠組みを提供している

米国の教育人類学にもここ 10年、先住民教育研究における新しい動向などが見出されるよう

である。さらに、これら 3カ国（日本を含めると 4カ国）の研究を比較概観することをとおし

て、米国を発信源とする教育人類学関連の学知や方法論等が各国の社会的文化的条件あるいは

また歴史的背景のなかで、それぞれ独自の導入過程や展開過程を見せていることも確認できた。

以下、各報告に入る前に、まず当該文献調査の中心的枠組みとして想定されている米国の教

育人類学の発展過程とその日本への導入過程を簡単に振り返っておきたい。ちなみに本報告に

おける執筆の分担は以下の通りである。はじめに、 1章 研究枠組みとしての教育人類学の特
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徴と展開（坂元一光：研究代表）、 2章 先住民教育研究と米国教育人類学（ジェフ・ゲーマン）、

3章 中国における少数民族研究（アナトラ・グリジャナティ）、 4章 韓国における教育人類

学（李河姫）。

1章 研究枠組みとしての教育人類学の特徴と展開

1-1 米国教育人類学とマイノリティ教育問題

米国文化人類学においては 1930年代の「文化とパーソナリティ」研究の興隆にも見られるよ

うに、初期の頃から人間の発達や教育に対する強い関心があった。 1920年代から 1985年まで

のアメリカ教育人類学の制度化過程を詳細にまとめたエディによれば、子どもの成長発達にか

んする文化人類学的研究は、 1920年代半ばから 1950年代半ばにかけ、アフリカやオセアニア

などの周辺地域のみならず、米国国内においても急増していた (Eddy 1985: 87)。とくに 1920

年代の終盤からは、人類学者たちはフィールドワークの方法論を米国社会に適応することで国

内の教育問題を対象とする研究に取り組むようになっていた。米国の社会文化的特質である多

様なエスニック構成を背景に2、そこでの人種、エスニシティ、社会階層などの要因にもとづ

く子どもの就学や文化化過程における多様性の問題、アメリカ原住民の教育問題が取り上げら

れていったのである (Eddy 1985 : 88)。

文化人類学におけるそれまでの「文化とパーソナリティ」研究やマイノリティをめぐる教育

政策への積極的関与を実績にしつつ、 1954年のスピンドラーの主宰による人類学者と教育学者

による本格的な共同セミナー（カーメル・ヴァーレイ会議あるいはスタンフォード会議）を契

機として、 1970年には「教育と人類学に関する協議会 (Councilon Anthropology and 

Education)」が発足した。協議会の発足当時に設けられた研究分野別の部会 (committee)は、

1. 「学校と地域社会」 2. 「少数民族問題」 3. 「人類学教育」 4. 「教師のための人類学および人

類学カリキュラムの編成」の 4つからなっており、その当時からすでにマイノリティの教育問

題は重要なテーマとしてあった。米国社会における多様な民族集団の存在は以前からその子ど

もたちに関わる複雑な社会的、教育的問題をかかえていたが、米国社会それ自体の社会文化的

特質に加え、 1960年代に拡大した黒人運動や公民権運動の大きなうねりのなかで少数民族や貧

困層の教育問題をあっかう専門分野として教育人類学の制度化とその後の発展がうながされて

いった。

こうした教育人類学におけるマイノリティの教育への関心は「季刊・人類学と教育

(Anthropology and Education Quarterly)」誌の論文からも確認される。例えば、渋谷は 1985

年から 1994年までのAEQの掲載論文を概観する作業をとおして、少数民族の教育問題への関

心の高さと問題意識の持続を指摘している（渋谷 1996)。マイノリティ教育についての問題意

識はその後も確実に引き継がれ、それは今回の分担者のひとりゲーマンによるここ 10年間の動

向調査にも明確にあらわれている。また 2005年現在、協議会の発足当時4つだった部会は 13

部会に拡大（専門化）し、そのなかには「多文化多言語教育」、「教育における黒人」、「教育と

ラティーノ」、「先住民の教育」など、マイノリティやエスニック集団を明確な対象にすえた部
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会が複数設置されるようになっている。アメリカの教育人類学におけるマイノリティ教育への

研究関心は今日にいたるまで発展的かつ持続的に引き継がれているといえる。

1-2 米国教育人類学の応用的性格

米国教育人類学の特徴としてはマイノリティの教育間題への強い関心とともに、その応用的

あるいは実践的性格を上げることができる。社会・文化人類学自体も、とくに欧米諸国の植民

地経営との深い結びつきのなかで、その近代的方法論（現地研究）の確立期から応用的、実践

的性格をつよく帯びていた。米国の文化人類学においても早くからその応用的性格をからうか

がうことができ、例えば、著名なベネディクトやミードの研究にも米国の国益や教育間題の解

決に応用しようとする志向が見出される。 1954年までの社会・文化人類学の積極的な教育政策

への関与や教育間題への取り組みに関しては、エディ (1985)や江淵 (1994) に詳しい経過を

見ることができる。 1960年代以降の教育人類学では、教育をマイノリティや貧困に関連したひ

とつの社会間題ととらえその改善をめざした応用研究が学校教育を中心にすすめられていった。

当初、教育人類学の研究者の中には政治や行政から距離を置く慎重な姿勢もあったようだが

(Spindler 1884:4)、その後は積極的な関わりが促進されるようになり、その応用的、実践的

性格は現在の米国教育人類学の主要な特徴となっている。例えば、ごく最近ではエミホビッチ

が2004年の会長基調講演において、「行動主義 (activism)」のキーワードをかかげながら、公

民権運動時代における教育人類学の分野のすぐれた成果を学生や次の世代にしつかり伝えるな

どして、その民族誌的知識の積極的活用と社会正義の実現にむけた変革の態度を持つよう呼び

かけている (Emihovich2005: 306-7) 3。また「季刊・人類学と教育」の最も新しい編集者マ

ッカーシーも、かつての同誌編集者ハリントン (C.Harrington) が挙げていた教育人類学を基

礎付ける三つの要素（l．教育に対すろ広い視野、 2．長期的な参与観察、 3．通文化的比較）に対

し、「積極的な社会変革にむけた公然たる批判的志向性」 (McCarthy 2005 : 299)を四つ目の要

素として付け加えることを主張している。さらに、こうした米国教育人類学の応用的性格に関

して、江淵は日本のそれとの比較において指摘している。江淵によれば「日本では、少なくと

も大学人の間では、応用よりも理論を尊ぶ傾向があるのに対して、アメリカでは「応用人類学

（ここでは教育人類学：引用者）」というのは、理論だけを「教える」行為よりも価値判断と決

断を必要とする「実行」に関わるものとして、より難しく、それだけに重要であると考える傾

向が一般的に認められることである。・・（中略）..この点こそは、前にも触れたような教育人

類の興隆を支えるアメリカ人類学の学際性と応用性の根底にある哲学ではないかと思われるの

である」（江淵 1994 : 18-19)。

1-3 日本における教育人類学の導入

米国の教育人類学の日本への導入はきわめて限定的かつローカルな形ですすんだといえる。

日本への米国教育人類学の導入は、九州大学の教育学部付属比較教育文化研究施設（通称「比

研」）および大学院教育学研究科における教育人類学専攻の設置を嘴矢とするといってよいだろ

う。文化人類学と比較教育学の両分野から構成された上記研究施設では、人類学と教育学の交
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接領域をになう学問分野として早い時期から教育人類学が認知されており、国内の大学の先鞭

をきって当該専攻も設置された。その後も他大学に教育人類学の専攻が設置されることはなく、

事実上、教育人類学の学部・大学院教育および研究の機会を提供する日本で唯一の高等教育機

関であった。 1997年大規模な大学の改組により比研が解体されたのちも、当該専攻は学部・大

学院に維持されている。

比研での教育人類学研究には米国のそれとは異なった独自の展開が見られた。比研では学校

教育のみならず人々の生活実践としての家庭教育や産育慣行など多様で広範な教育的事象を視

野に入れたゆるやかな対象の外延が保持されていた（坂元 2006)。比研の研究活動を概観する

とき、どちらかといえば、民族文化や社会構造、あるいは宗教的価値体系など学校外の社会的、

文化的コンテクストを重視し接近を試みるようなマクロあるいはエコロジカル（文化生態学的）

(Ogbu: 1981) な射程を特徴としていたといえる。

また方法論としての民族誌的手法も全体として学校や学級内のマイクロな相互作用の緻密な

記述に向かうのではなく、文化に埋め込まれた人間形成の諸制度の記述、あるいは民族的アイ

デンテイティ（エスニシティ）の動態や学校教育とその内面化過程との相互関係についてのマ

クロな記述に向けられていた。それでもとくに比研終盤の時期においては伝統的徒弟制や状況

的学習への関心もあらわれはじめ（シングルトン 1996、大家 1997)、比研の教育民族誌的研究

はマクロとマイクロ両方のフィールドをカヴァーする広がりを持とうとしていた。

日本の場合、教育人類学は比研の独自の研究活動をとおして、米国の教育人類学の動向をそ

のまま踏襲することなく、幅広い人類学的教育研究の一部として導入された。そこでは教育や

子どもの問題を学校教育だけに限定せず、広義の文化的過程 (culturalprocess) としての教

育や子どものアイデンテイティ形成、あるいは通過儀礼をとおした子ども（期）の概念構成に

ついての研究などもおこなわれていた。米国の場合と比べて国内の民族間関係にかかわる教育

問題が人類学研究のなかで主題化されてくるまでには若干のタイム・ラグがあったように思わ

れるが、最終的には異文化間教育学を追加した研究体制の確立 (1990年）によって、直接、学

校教育における多文化、民族の問題を対象とする体制もととのっていった。

2章 先住民教育研究と米国の教育人類学ー1995-2005年一

アメリカの教育人類学の動向を探るに当たり、最近の 10年間 (1996~2006) の「季刊：人

類学と教育」（以下 AEQ) の論文に関して、主に先住民族の教育に関するものを中心に通読す

るほか、ここ 27年間 (1980年第 1号～2006年4号）の間にAEQに掲載された論文を概観し

た。

2-1 先住民への関心の高まり

まず、この 10年間のAEQにおける研究動向で指摘できる点のひとつは先住民教育への関心

の高まりである。それは、例えば「人類学と教育に関する評議会」における新しい部会の設置

や関連論文の増加傾向からうかがうことができる。先住民教育への間題意識は学会の設立当初
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から常に存在していたが、 AEQの 37巻 1号 (2006年）から「先住民の教育 (Indigenous

Education)」部会が学会における 13番目の専門部会として明記されるようになっている。

また、先住民系の学者による論文の量的増加も先住民族の教育に対する関心の高まりの動向

を示している。 AEQにおいて、 1996年から 2006年までの 10年間の間に、先住民に関連する

論文の著者の 6％は先住民であった％ 1999年以降では、この数字が 9％に上がる。とりわけ、

1999年 3月の特集「正当性とアイデンテイティー先住民族の言語教育からの学び」において、

編集者らのヘンズとデーヴィスは意識的に先住民の筆者を探したと述べている。 2005年 3月

の特集「先住民の世界観と教育ー自己決定、人類学、人権」編集者のマッカーシー、ロマワイ

ナ、ギルモアー、ロメロとボルゴヴィアコイアらが（方向転換をして）非先住民研究者の貢献

可能性を認めた後も、この号の 17人の著者の内、 11人は先住民であった。また、この号の特

別編集者らの内の、ロマワイナとロメロはネイティブ・アメリカンであり、マッカーシーは白

人でありながらその研究キャリアーの全てを先住民の自己決定を促進することに注ぎ込んでき

たことは特筆するべきであろう。

また、更に遡るならば、 1980年ー1996年の期間に比べて、 1996年ー2006年の間に先住民

関連の論文の割合は 14％から 15％に上昇しており、その内の先住民の著者の割合は 1980年一

1996年の間の 3％から上記の 1999年ー2006年の 9％と三倍になっている凡

2-2 先住民教育に関する二つの特集

先に述べたように、ここ 10年の間にAEQ誌上に先住民教育に関する二つの特集が組まれた。

1999年 3月の「正当性とアイデンテイティー先住民族の言語教育からの学び」と 2005年 3月

の「先住民の世界観と教育一自己決定、人類学、人権」である。二つの特集からここ 10年の

先住民教育研究の焦点をある程度明らかにできると思う。

2005年の特集では先住民の世界観やアイデンティティにおける先住民言語の大切さ、学校教

育や高等教育における先住民の知識体系と先住民語の役割、先住民にとっての「場所 (place,

locale）」の大切さが強調されている。そのうちの二つの事例は先住民族によって管理運営され

ている先住民学校の役割に焦点を当てている。アオテアロア・ニュージーランドのテ・ワレク

ラ・オ・ラカウマンガマンガ校は他の先住民学校が先住民族固有の知識に基づいた自校のカリ

キュラムを開発し発展させる不断の刺激になっている (HarrisonとPapa2005)。一方、ラマ

ーナバホ校はナバホの学生のアイデンテイティを形づくつている (Manuelito2005)。リプカ

他とバーンハートとカワグリーの論文は文化に根ざしたアラスカのカリキュラムや教授法の最

近の動向を紹介している。前者は数学教育に焦点を当て (Lipka他 2005)、後者は先住民の文

化に根ざした教材や先住民の知識体系に関するデータを増やすことを目的とした巨大な体系的

研究事業を概観している (BarnhardtとKawagley2005)。オジブウェーの文化教育の取り組

みとハワイアン族の文化に関する授業を取り上げる二つの論文は、警告的な結論で結ばれてい

る。ハーメズは文化を教えるには先住民言語が最も効率の良い手段であると主張しており

(Hermes 2005)、カオメアは教室の観察と教員に対するインタビューの結果、ハワイアン族

に関する学習の内容や教員の態度の適切さを疑間視している (Kaomea2005)。
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また 1999年の特集「正当性とアイデンテイティー先住民族の言語教育からの学び」では先

住民語教育における正当性とアイデンテイティに焦点が当てられている。そのテーマは成人の

言語教育、言語復興に向けた言語学的な応用、既存の録音資料 (archives)へのアクセス権、

先住民の言語・文化復興運動における自己決定権、責任と権威、と大学と地域の共同でなどで

ある。この特集に掲載されたワーナーの主張はハワイ語復興運動に関わっている一人の非ハワ

イアンの学者に対してあからさまに批判的なものであった (Warner1999)。

アンデス山脈における「バイリンガル・異文化間」教育をめぐる 2000年のホーンバーガー

の論文 (Hornberger2000)やナバホ語の維持に関する 2004年のスポルスキーの論文 (Spolsky

2002)はマクロな視点に立っている。ホーンバーガーは概念（行政策）と実践の矛盾を指摘し

ており、スポルスキーは言語変遷の道を明かそうとするとき社会的、文化的、経済的と政治的

な要因は全部視野に入れなければならないと論じている。スイナの 2004年の論文 (Suina

2004)はプエプロ系言語教員が直面する諸課題を概観している。ベンダーはチェロキー語の音

節文字表を取り上げた論文 (Bender2002)の中で、節文字表のシンボリックな側面に焦点を

あてながら、先住民語のアイデンテイティに及ぼすリテラシー教育の影響を測るとき、記号の

様々な側面を考慮しなければならないことを論じている。両方の特集の「解説」欄で、解説者

らはとりわけ高等教育レベルにおける先住民・非先住民の共同の必要性、大学地域の共同の必

要性、大学側が先住民の世界観や認知方式、コミュニケーション様式を配慮し、取り入れる必

要性を指摘している。

この二つの特集の流れを継いで、以降の論文では先住民語維持と資本主義経済の関係性が取

り上げられるほか、多くの解説では先住民の教育と力関係を指摘しながら、先住民の手に教育

を取り戻すために先住民による先住民の概念的提示の必要性を強調している。

2 -3 1996~2006までの主な論文内容の概観

ここでは上記の二つの特集を除いた 1996年から 2006までの先住民教育の論文内容を概観す

ることによって近年の先住民教育研究の動向を見てゆく。

論文のテーマから見ると、外部研究者による文化伝達・伝承に関する分析を主とする内容か

ら、先住民自身による論文もしくは先住民の自己決定運動の中で起きている教育的取り組みに

ついての内容に変化してきている。最近の AEQにおける先住民教育に関する関心の高まりに

関しては、 1993年から始まり、 2004年に更に 10年延長となった国連の「先住民の 10年」と

高く評された (BarnhardtとKawagley2005、Ismailと Cazden2005, Harrisonと Papa

2005, Romero・ Little 2006)マオリ学者リンダ．T・ スミスの『脱植民地化のメソドロジー』の

出版が大きく影響していると思われる。ここで、スミスの著作の出版を一つの節目として、 1998

年以前とそれ以降に分けることができるかもしれない。 1998年以前には外部研究者によるキリ

マンジャロにおける学校教育と社会変動に関する論文 (Stambach1996)、オアザカにおける

地方先住民系教員の態度および教員の実態的人口統計に関する論文 (Howell1997)、とベリー

ズにおけるカリギュラムとエスニシティーに関する論文 (WoodburyHaug 1998) などが掲載

されていたが、 1999年以降の数多くの先住民関連の論文の中で外部研究者により書かれ、かつ
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「文化伝達・伝承」の側面を重視したのはケニアにおける伝統的治療者になる過程を扱った一

本の論文 (Prince& Geissler 2001)だけである。

このような傾向の中で、特筆にあたいするのは 1999年以降の先住民関係の論文の中に三つ

はパプアニューギニアについての論文であり、例外として注目に値するのはその内の二つは外

部研究者によって書かれている。その一つは、学校出席に対する一般的な無関心の中の青年の

個人的、集団的アイデンディティに関するものである (Demerath2003)。もう一つはその土

地の言語 (vernacular) による小学校教育を評価・評定する作業に顧間として雇われた女性に

よる記事である(Nagai2001)。残る一つのニューアイランドの校長のリーダーシップスタイル

と共同体の価値観に関する論文 (Tivinarlik&Wanat 2006)は先住民との共著論文となってい

る。

ウォルコットが書いた、クワキウトルのポットラッチ伝統における文化伝承・文化学習につ

いての論文 (Wolcott1996) は彼が 25年前にフィールドワークを行った同じ町で行われたポ

ットラッチに参加してのことによるものだが、クワキウトル文化について彼は書く権威がない

と言い回しに書くクワキウトル系町民による批判的な論文 (Sewid-Smith1997)につながって

いる。

外部研究者によるその他の論文の内、興味深いことに、いくつかは中南米を題材にしている。

アッラティアーの論文はチリにおける教員養成に関するものであり、ホーンバーガーの論文

(Hornberger 2000)はペルー、ボリビアとエクアドルのバイリンガル・異文化間教育の教員

養成を取り上げている。マックアルパインその他による論文 (McAlpine他 1996)はカナダの

モーホークコミュニティの教員たちが抱く理念の多様性と検討するためにライフヒストリー研

究を利用しており、安易な一般化の落とし穴を忠告している。 2003年 12月のエリックス・ブ

ロフィーとクラゴの論文 (Eriks-Brophy&Crago2003) は量的測量を用いイヌイットと非イ

ヌイットの教授言説特徴を比較している。

1)異文化間教育学

一方、幾つかの資料では異文化間理解教育をテーマにしている。上述のアッラティアーやホ

ーンバーガーの論文の他に、シンガーとマーカーの論文 (Singer1998)、（Marker1998) は

学校教育と高等教育で先住民の儀式を行うことを通じて、先住民に対する理解を学ばせるとい

った取り組みについて論じており、両者とも「フィールドに関する考察」欄に取り上げられ、

表面的な或いは過剰なやり方に対し忠告をしている。 トロファネンコは小学生が抱く先住民像

を形成する上でどのような役割を果たしているかについて、博物館での教育的取り組みについ

て書いている (Trofanenko2006)。 ドエルはアオテアロア・ニュージーランドにおいて、非先

住民市民がバイリンガル教育をめぐって抱く意見を検討している (Doerr2004)。「フィールド

に関する考察」欄に記載されたバーンハートとウィルソンの論文 (Barnhardt2002)、（Wilson

1996)もアラスカ大学における先住民族関連の課題をめぐって書かれている。バーンハートは

先住民の世界観や認識方式に対応しようとしないアラスカ大学を批難し、ウィルソンは異質な

環境である大学に、ネイテイプの学生がよりスムーズに適応できるように、暖かみのある教授
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の意外な貢献を報告している。ブレーボイは二人のエリート先住民学生を追跡調査で追おいな

がら、「社会を変容させる戦い」に取り組む彼らの努力と慈藤を描写している (Brayboy2005)。

2)言語教育をめぐって

AEQにおいて、言語は単なるコミュニケーションの手段のみならず、アイデンテイティ形成

にとっても必要不可欠と見なされている。そのような意味で、 AEQにおいては言語課題を取り

上げる際、全体的に見てその視点には批判的な志向性が包摂されている。つまり、言語はエス

ニックまたはマイノリティ集団の権利と見なされる上、その言語をめぐる分析は力関係に注目

する。注目の対象となるのは、言説の地位、大学における言語の地位、言語威信とジェンダー

の関係、言語偏見、栂語ではない言語を分かった振りをする行為による被害、抵抗の手段とし

ての土地の言語および学業達成との関係、言語政策の方向性、言語政策の実践の間の格差や矛

盾、既存の（絶滅の危機に瀕している）言語録音物へのアクセス権、などである。また、力関

係の視点から分析しなくとも、マイノリティ言語と先住民言語は言語維持もしくは先住民言語

の場合、言語衰退を逆転させるという頑な視点に立ち、いかにそれを効率的に果たせるかを分

析の出発点としている。このような視点は都市・地方の要因或いは社会的、文化的、民族的な

繋張が言語への忠誠に及ぼす影響、学習者の動機付け、教授言説、学生や両親がもつ、能動的・

受動的学習或いは指導者・学習者関係に関する考え方と指導者の考え方との不一致、成人の言

語教育の役割、言語取得につながる色々な言語環境の有無、上級学校に生徒を送り込む役割を

している学校との連携、教室の定員数、指導員・教員のかかわり、リテラシーの役割や位置づ

け、正字法などリテラシー教育の諸側面、 Whole-language学習のようなリテラシー教授法な

ど、へ向けられている。さらに分析の視点は言語変遷の社会的、文化的、経済的、政治的文脈

と言ったマクロなレベルから、教室のマイクロエスノグラフィーのレベルまで様々であり、メ

ソドロジーとしては直接・参与観察、インタビュー、や文献分析等が用いられている。

2-4 先住民研究から見た全体動向

以下ではこれまでの部分で明らかにされた先住民教育研究の動向を参考にしつつ、AEQの全

体動向を参加型研究への志向性とグローバル化状況におけるマイノリティ教育という二つの特

徴にそって見てゆく。

アイセンハートは、 90年代の動向を振り返って哲学、フェミニズム、文学批判、エスニック

スタディーズとカルチュラルスタディーズからのポストモダンの概念が、彼女が 1970年代に

当然だと思うようになっていた文化をめぐる概念の土台を崩してしまったと述べている

(Eisenhart 1999: 462)。にもかかわらず、日常生活の緊急事態に直面した個人が下す選択にお

いて文化と集団アイデンテイティが重要な役割を果たし続けていることを再確認している。彼

女は「情報提供者と意見を積極的に交わし、議論する…彼らのアイディアと対等に我々のアイ

ディアをおきながら、前もって決定された論理の基準にではなく、生活の切実な急務に対して

それらをはかるのだ(Swanton1994:132)」（464)というシュワントの呼びかけに注目するよう

に促している。
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参加型研究への志向性をあらわすびとつの端的なかたちは研究の最終成果に情報提供者を携

わらせることである。編集者テレサ・マッカーシーの最後の編集後記に、彼女が編集長だった

6年間の間に有色人種の著者(scholarsof color)による論文の数は平均 40・50％を占めたと書い

ている(McCarthy: 2006)。先住民が抱く自己決定の目標からいえば、己のことを自分で書く

選択・権利は必要不可欠であり、それはAEQの中で「部族の統治権」 (tribalsovereignty) と

じて位置づけられている。いつからこの変化が生じたかについて定かではないが、ロマワイマ

とマッカーシーがこの概念を、「ローカルな言語と規範に従った言語的、文化的表現への権利を

含む「自己統治の権利、自己決定権、教育における自己決定権」」 (2002:234)と定義して以来、

最近数年の論文の取り上げ方を方向付けているように思われる。

また上で触れた 1998年出版のリンダ・スミス著の『脱植民地化のメソドロジー』は、主流

社会の研究者による先住民に関する研究の植民地化機能を痛烈に批判しながら、先住民自身に

よる先住民研究の権利を断言したことはおそらく AEQにも強い影響を及ぼしただろう。以下

で取り上げるヘーンズ・ライターも論文 (Haynes-Writer1998)のまとめでスミスを援用しな

がら植民地化における人類学者の役割を批判し論文を締めくくつている。

二つ目の傾向はグローバリゼーションに関連しており、それは 9• 11以降に特に目立ってき

た。この傾向は、人種、エスニック集団、言語集団、階層、宗教、及びジェンダーの如何をと

間わず、教育におけるマイノリティに対する不公正な扱いの是正というテーマと重なっており、

「文化伝達・伝承」研究からの離脱と社会文化的文脈の明確化と変容への接近という 20数年

来 (1980年の巻以降）のAEQの長期的な動向と重なっているのである。それはまた徐々に広

がっていたマイノリティを取り巻く社会の不公正の再生産が国を越えた力であるという予感が

確認されてゆくプロセスだったのかもしれない。

1996年、編集者アンダーソン・レヴィットは次のように述べた。「AEQは教育を社会的、文

化的文脈において検討してきた。そして人種的、民族的排除に関する問題意識は人種の核心に

まで迫っているのである」 (Andersen-Levitt: 141)。このテーマはこの 10年の間に、「人種、

カ、と学校のエスノグラフィー」 (2004年 3月）と「先住民の世界観と教育ー自己決定、人類

学、人権」 (2005年 3月）という二つの特集として取り上げられている。

9 ・ 11の特集「忘れることのないようにー9・ 11の余波の中の人類学と教育」 (2002年 9月）

の編集序文に、編集者らは 9・ 11事件は AEQの根本的な信条を最大限に検討することを要求

していると述べている。「9• 11は教育人類学者らが長らく携わってきた過程と問題の極限的現

われであるーアイデンティティとイデオロギー、文化の境界や文化的差異、教育と政策、社会

的生産と再生産、他者の表象や他者との交渉。 9・ 11により我々が直面したことのない、 9・ 11 

以前には考えることすらできなかったものに立ち向かわされている。同時に、我々は長らく記

録し理解せんと努力してきた過程や力と直面させられている」 (McCarthy& Lomawaima 

2002 : 276)。

ネイティブ・アメリカンの学者であるヘーンズ・ライターがアメリカ政府がテロリスト犯と

して有罪であると容赦なく批判したのはこの特集においてのことだった。そして、 2005年 12

月にポーリーン・リップマンは、イラク戦争と米国政府による国内のマイノリティ対策とを結
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び付け共通点を見出すことにより、アメリカ至上主義の政権、グローバル規模の新自由主義経

済戦略、とエスニック・マイノリティヘの監視の不可分性を指摘している。その上で、「「危険

な他者」を区別し、過度に割り切った「我ら・彼ら」の二項対立を作る行為は、奴隷制、ネイ

ティブ・アメリカンの虐殺と帝国主義に基礎をおく国家においては決して新しい行動ではない」

(319) と論じている。 9・ 11の特集全体は、現在のグローバルな状況を作り出す上での人類

学の役割を言い回しに言うヘーンズ・ライターのトーンを共有するまでには至らないが、彼女

は自らのネイテイプの立場を書くことで貢献すると宣言しながら、「人類学と教育に関する協議

会」を創始したジョージ・スピンドラーとムレーワックスが人類学の「植民地化作業」に参加

したと言い回しで言い、論文を結論付けており、そのグローバルレベルの力関係をほのめかし

ている。また、グローバルな経済、つまり資本主義、との関連で、ビアラストックとウィット

マン (Bialostok&Whitman 2006)は、現在の先住民族言語復興運動におけるリテラシー学習

と資本主義の関係を再考察し、細かく接合する必要を指摘している。

教育における自己決定という概念は、主流社会に対し必ず批判的指向性をともなう。先住民

のための、また先住民自身による教育における自己決定へのエンパーワーメントは教育の応用

研究の中で、現状を変えてゆくもっとも効果的な方法になる。 AEQに見出された先住民による

論文、解説、議論の数の増加や、あるいは参加型研究の増加は、教育人類学分野におけるそう

した傾向を端的にあらわしていると思われる。

3章 中国における少数民族教育一双語教育への教育人類学的アプローチー

これまで中国における民族教育に関する研究は、民族地域の教育現状の確認、就学率や進学

率などの問題について整理、それをどう解決するというよな政策提言、及び、民族教育と民族

地域の経済発展との相互関係などを対象としたものが多く、人類学的な視点からフィールドワ

ークにもとづいた実証的研究は相対的に少なかったように思われる。その本格的な研究が行わ

れたのは文化大革命後であり、特に、第七期五カ年計画期間に国家の重点領域研究に指定され、

著しい進展を向かえ、顕著な成果を挙げていた。例えば、 1986年から成都市西南民族学院主編

の少数民族教育を扱う全国レベルの学術雑誌『民族教育』 (1991年から『中国民族教育』と改

称）、 1989年からは北京中央民族学院（現中央民族大学）主編の『民族教育研究』が出版され

るようになり、民族教育の各領域における研究成果が数多く紹介されるようになった。

本章では、小川による区分の第四期の末期から現在に至るまでの民族教育研究の動向や教育

人類学の導入について関連文献分析を通して考察する。

3-1 民族政策と民族教育

中国における民族政策は、「民族平等」を基礎とした民族教育と少数民族を対象とした様々

な優遇政策にあらわれている凡即ち、そこでは民族伝統文化を重視し、民族言語、文字を発

展させる教育政策が進められる。中国における民族教育（少数民族教育）は、中国の教育全体の

重要な構成部分のひとつであり、また、民族工作の重要な対象のひとつでもある。小川 (2000)
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は、中国の民族教育の発展プロセスを五つの時期に分けている。それによると、第一期 (1949

-1956年）は、民族教育の確立と発展の時期、第二期 (1957-1965年）は、少数民族地区の

社会主義改造が一段落し、「地方民族主義」批判が始まった大躍進政策期、第三期 (1966-1976

年）は、文化大革命の時期であり、第四期 (1977-1992年）は、民族教育の新発展の時期、

そして第五期(1993一現在）は、初等教育の普及問題が国家的な問題として認識されるに至った

時期とされる。

中国の民族教育は、中央政府の「民族の平等」政策を基礎としてつくられ、中華人民共和国

の成立時から各少数民族地域において継続的に実施されてきた。国は、各地に民族学院を創設

し、高等学校に民族クラス、民族予科を設け、少数民族学生を募集するとともに、特別な学制

募集、特別な定員配分という方法をとることもおこなった。さらに、少数民族の受験生に対し

て、合格基準を適宜緩めてきた。これら民族教育政策を突き詰めて考えていくと、言語教育及

び双語教育に突き当たる。 80年代の末期、中国の社会学・民族学領域において大きな影響力を

有する費孝通によって打ち出された「中華民族多元一体格局」が中国の少数民族政策に新たな

方向を示し、民族教育にも影響を及ぼした。膝星 (1996)は、中国の少数民族双語教育理論と

実践領域において、費の「中華民族多元一体格局」論を軸にし、「言語融合主義」や狭義での「民

族言語主義」の批判と「多元一体」に基づいた「民漢兼通」を目標とした言語教育政策の実行

を提唱している。

3-2 教育人類学の導入

1920年代にアメリカのミッション系大学によって中国に人類学・社会学がもたらされ、 1930

年代には、中国人研究者自身による調査研究が盛んに行われるようになった。社会主義政権が

成立して以降、社会学・人類学は他の社会学とともに否定され、 1952年、全面的な停止に追い

込まれる。 1978年に、体制改革（改革開放）が行われ社会学・人類学の研究が再開されるよう

になり、その結果、人類学・社会学の調査研究の舞台は、まず、香港、台湾を中心に蓄積が進

んだ（末成 1995 : 3)。1980年代以降、台湾、香港、華僑、華人社会での調査研究の蓄積と

あわせて、内陸における研究も活発になってきた。研究者側の多様性も顕著で、それぞれの文

化的背景をもとに様々な中国像を描き出した。末成 (1995)がとりあげた著作のなか、当時、

理論的な研究書には、人類学者よりも、社会学者や歴史学者によるものが多く、民俗学的な著

作も対象となっていたことがうかがえる。しかし、そのなかには教育を人類学的なアプローチ

から取り扱った研究は見られなかった。

教育人類学が中国に導入されたのは、 1990年の前後であり、欧米の教育人類学理論を社会主

国家中国の国情に合わせて士着化しようとするものだった。中国における教育人類学は、①「国

内主流文化」における学校教育間題や教育文化に関する研究を中心とする。②社会主義的な政

治体制を背景として、改革開放後も純粋な理論研究よりも封建・伝統教育の悪しき風土や制度

を改良するための政策提言やこれらに積極的に参画する実用研究を重視する。③米国およびヨ

ーロッパの教育人類学の導入にあたっては、これからの蓄積や成果を尊重はするものの、それ

をそのまま中国国内に応用するのではなく、独自の政治・社会全体性を前提にした再文脈化が

-167 -



強く意識される（坂元 2006 : 16 -:;_ 7) と特徴づけられているように、当時は、数千年続いた

封建教育から社会主義教育へ転換させ、支配階級の道具とされていた教育を人類の進歩を促進

する必要な手段へ転換させる教育の現代化の実現を重要な課題としていた（潟増俊： 2000)。

渇は、はじめて教育人類学を大学のひとつ授業科目として設置し、さらに、中国の教育人類学

の全体枠組みと基本的方向性を説いた『教育人類学』をあらわした（渇増俊： 2000）。しかし、

彼の場合は、人類学的なアプローチではなく、教育学・比較教育学的なアプローチを前提とし

ており教育人類学を中国教育政策の発展を促進するとしている（渇増俊 2000: 72)。

3-3 双語教育研究の動向

『民族教育研究』は、中央民族大学により編集・出版されている中国の人文社会科学分野に

おける全国レベルのコア・ジャーナルと民族研究関連の中国漢文コア・ジャーナルの季刊誌で

ある。冒頭でも書いたように『民族教育研究』は、 1989年から出版されており、中国共産党の

民族教育政策を宣伝し、民族教育の法則や特徴を探り、民族教育を発展させることを目的とし

ている。本雑誌7は、少数民族教育政策、教育人類学、少数民族の宗教教育、教育史、成人教

育、教員養成。研修、諸外国におけろ民族教育の理論の紹介、初等教育から高等教育にまで及

ぶ学校教育を含めた広い範囲での研究成果を紹介している。そのなかには双語教育に関する研

究も多数含まれている。

90年代における双語教育に関する研究は、長慶宏の「第二言語教学中的語彙及語用」 (1994: 

63~65）や楊梅／羹寿鼎の「白族白、漢双語教学十六字方針実施初探」 (1995: 58-----62) のよ

うに語彙論や文法を中心とした言語学的な研究からスタートし、双語教育の民族教育を発展さ

せる上での必要性、少数民族の人材を育成する上での役割、民族事業や民族の団結における位

置づけなど、双語教育の内容や教授方よりも双語教育を受けることのメリットや双語教育の政

治、経済、文化、教育などの領域における機能を論じた論文が比較的多く紹介されている凡

1990年代後半からは、フィールド・ワークを通して、双語教育の現状を把握したうえ、漢語

教育の教授法を改善させ、漢語教育の質を高めようとする政策提言を主とした研究が行われる

ようになった％ 2000年以後、人々の双語教育に対する意識の変化によって、研究の方法にも

変化が現われた。即ち、教育人類学的なアプローチが民族教育研究にも導入され、第二言語教

育を改善し、円滑に実施するため、第二言語に関わる文化的背景・知識が必要であるという認

識があらわれ、少数民族児童•生徒の低学力の問題を学校、コミュニティ、家庭などの要因と

関連づけた分析がおこなわれている:0。また、民族学校において、民族語文と漢語文を同時に

教えられ、民族語文以外のすべての科目は漢語で教えられている点について、「これは小学生に

しては負担が重すぎ、勉強を嫌いになりやすい。さらに、小学校段階では、民族語文と漢語文

どちらもよく勉強ができず、中途半端になってしまう。ここで、注意すべきことは、教育対象

は少数民族の児童であり、彼らの母語を無視してはいけない」（オ果 2001 : 72-----77) という

二言語共生の視点から論じられている研究もあらわれている。

3-4 中国少数民族教育学会の設立
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2006年 11月 9日に北京で行われた中国少数民族教育学会成立大会第一回会員代表大会を機

に中国少数民族教育学会が設立された。大会は「中国少数民族教育学会章程」の審識を採択し、

選挙を経て、全国政治協会の教科文衛体委員会副主任尊鉦第一回理事会の会長として選んた。

この学会は、教育部、民政部の許可を得た全国民衆レベルでの少数民族教育における学術団体

であり、民衆レベルの少数民族教育研究、教育改革実験と学術交流活動、民族教育の国際的な

交流を組織する、少数民族教育戦略へのアカデミックな分析提供、情報のフィード・バックと

コンサルティング、少数民族教育の科学研究成果と教育改革実験成果の評定と拡大、双語教員

の養成の展開などを重要な任務としている。

中国教育部の副部長趙泌平は学会の今後の役割について以下の三点を期待している。第一に、

正確な政治路線とアカデミックな指導を堅持すること。党の教育方針や民族政策を堅持し、思

想を開放し、実際に基づいて正しく行動する。素質教育を全面的に推進し、教育の質を絶えず

高めること、第二に、「百花斉放、百家争鳴」方針を徹底的に実行し、教育科学を宣伝、教育実

験を展開、学術探索の激励、優れた学風を主張すること、第三に、学会自身の建設や研究レベ

ルを高めて、国家、社会、人民のために勤める整備された学会組織機構を創り上げることの 3

点である（中国教育報 2006年 11月 10日）。こうした役割を担う中国少数民族教育学会の発

促により、今後民族教育及び研究の一層の進展が望まれる。

3-5 今後の展望

以上、みてきたように、中国において比較教育学から出発した教育人類学は国内主流文化に

おける学校教育問題や教育文化に関する研究という枠組みを超え、少数民族の学校教育におけ

る諸間題、少数民族の言語や伝統文化と主流民族の言語（族際語である漢語）や文化との関係

性などの様々な問題を地域別にそれぞれの民族の特徴を配慮しながら解決していくという人類

学的な研究の方向へも展開しつつある。また、中国少数民族教育学会が成立することによって、

これまでおもに行なわれてきた民族教育政策の研究だけでなく、各少数民族地域における教育

の実態についてもさらに詳細な調査・研究が進むだろう。それによって、政策教育のみでは捉

えられない少数民族教育の現状や抱えている課題が明らかにされ、その改善・解決方法を教育

学だけの視点ではなく、人類学的な手法をも加えることが期待される。

4章 韓国における教育人類学一質的・応用研究としての導入と展開一

ここでは韓国における教育人類学のはじまりから、最近までの 10年間にわたる教育人類学

の発展過程を通して見られる動向を明らかにする。研究の動向を調べるにあたり、関連文献に

目を通すとともに、韓国における教育人類学の唯一の学会誌『教育人類学研究』に掲載されて

いる論文の内容と特徴について検討した。

4-1 韓国における教育人類学の胎動•発展・拡散

アメリカの教育人類学は人類学の応用分野、すなわち応用人類学の一つとして開拓されてき
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た。これは教育学者と人類学者が共に多民族国家の教育間題を研究することから始まったもの

であるが（全京秀 2004: 320)、韓国では人類学の応用分野として教育人類学が成立•発展し

たというよりは、教育学者が積極的に人類学の方法を受け入れようとする努力から始まったと

いえる。

韓国の教育人類学の歴史について文化人類学者の李容淑(2005: 56-60)は胎動期、発展期、

拡散期という 3つの時期に分けて説明している。韓国での教育人類学の胎動は 1960年代から

始まった。最初のきっかけはソウル大学教育学科に「文化人類学」の講座が開設され、教育学

に文化の概念や文化人類学の知識と方法を導入する動きであった。そして、韓国で教育人類学

が本格的に紹介されたのは 1974年、ソウル大学教育学科の故金泳燦と李光奎が『文化過程と

教育』という本を出版したときである。この本は 1980年初期まで韓国では唯一の教育人類学

の教材として、教育学専攻の学生が教育人類学に対し、興味を深かめる役割を果たした。特に、

金泳燦はソウル大学で教育人類学関連の教科目を開設し、次世代養成を始めたのだった。

1980年代からは教育人類学の発展期に入る。 1980年代から教育人類学の本格的な研究も始

まった。教育人類学の教材が続けて出版されるとともに、文化記述誌（民族誌）の方法を使った

研究がされ始めた。その研究は修士・博士学位論文と韓国教育開発院の研究報告書が中心にな

っていた。博士学位論文の場合、その数は少ないが、すべてアメリカの大学から出されたもの

であり、修士学位論文は人類学ではなく教育学の分野で 10篇が出された。学位論文以外のほ

とんどの論文は韓国教育開発院の報告書だった。 1986年から 5年間、李容淑を中心に小学校

授業を文化記述誌（民族誌）的方法に基づいて分析する研究が行われ、その他、部分的に文化記

述誌（民族誌）の研究方法を用いた研究報告書も出された。

1990年代から韓国の教育人類学は急速に発展・拡散した。まずその現象が見られるところは

1980年代から続けられてきた韓国教育開発院の研究報告である。その中ではフィールドワーク

や参与観察の研究方法を主に使っている研究が増えた。また、韓国の国内から教育人類学分野

の博士学位論文も出版され始めた。その論文の題目では「文化研究」や「文化記述的研究」と

いう単語が含まれるものが多く 11、論文の数においても博士論文が増えただけではなく、修士

論文も 100編近くが出された。これらの学位論文の特徴は、人類学の分野から出された論文が

ほとんどないことであり、特に博士論文の場合、人類学から出発している教育人類学の論文は

1990年代まで皆無であった。この理由としては、韓国に人類学科が設立されている大学が 10

末満しかなく、しかも、ソウル大学と嶺南大学を除いた大学では 1980年代になってようやく

人類学科が設立されたことが指摘される（全京秀 2004 : 321)。つまり、 1990年代までの教育

人類学分野の研究は、教育学者が中心になって行なわれていたと言えるだろう。また、 1990

年代には学術論文の数も増え、ソウル大学教育学科の研究者だけではなく、全国の大学や教育

大学の研究者から教育人類学の方法を使った論文が発表された。その他、教育人類学分野で出

版された書籍の数も増え、1980年代と比べると、 1990年代の研究や書籍の量の増加は著しい。

1990年代後半、研究物の量的拡大とともに、より大きな教育人類学の分野における発展があ

った。それは「教育人類学会」の成立である。この学会は 1989年発足した「教育人類学教室」

という集まりから始まった。この教室はソウル大学の金泳燦の主導により、ソウル大学大学院
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教育学科の修士・博士が中心だった。 5年間、 60回のワークショップを経て、 1994年「教育

人類学研究会」に発展し、その後 1997年 6月ソウル大学の趙鋪換を中心に「教育人類学会」

どして正式に創立された。これまで年2回の学会誌を発刊、春・秋期の学術発表大会などの活

動を通して、韓国の教育人類学の普及と研究者間の交流に大きな役割を果たしている。

4-2．韓国の教育人類学の特徴

韓国に教育人類学が 1960年代に初めて紹介され、 1980年代から 1990年代にかけ発展する

なかでの成果として生まれた「教育人類学会」は、これまでの 10年において教育人類学の発

展に大きな役割を果たしている。 1989年当初「教育人類学教室」の最初会員数は 14名だった

が、現在では約 470名の学会員がおり、具体的な活動としては、年 8回の月例発表会、年 1回

のワークショップ、年 2回の学術大会、学会誌「教育人類学研究」を年2回発行している。そ

こで、 1990年代以降の教育人類学の動向に関して教育人類学会の学会誌と関係資料を中心にし

て明らかにしたい］ 2。

1)質的研究方法に基づく実践研究

韓国で定義されている人類学は文化相対主義的な立場から比較文化研究を通じて人類につい

て理解しようと試みる学問である（韓相福 1990)。人類学を大別すると、人間の文化的特徴を

研究する文化人類学と人間の体質的な特徴を研究する形質人類学があり、教育人類学は文化人

類学の一つの領域になる。つまり、教育人類学は教育に関する現象を対象に人類学の方法を使

って研究するものであり、したがって基本的にそれは質的研究方法をベースにすえている。同

時に、本報告の最初の部分にも触れられていたように、それは教育間題や現象への積極的な関

与を特徴とする実践（応用）的側面もそなえており、必要に応じて関連する理人類学や都市人

煩学などの成果も積極的に使われる。

韓国でこの傾向が強く見られたのは 2001年の秋季学術大会であった。大会は『質的研究の

統一性と多様性』というテーマで開催され、質的研究の方法論を中心として教育人類学様々な

研究例が紹介された 13。また、李容淑(2001; 105-128)は教育人類学を基礎研究と応用研究に

分けることは難しいとしながらも、教育人類学を「実践研究」と捉え、多様な研究方法を提示

した。さらに彼女は、翌年の学会誌で再度実践研究の具体的な例を挙げ、現場研究の新しい方

向を 5項目に分けて提案した(2002; 83-114)。それは 1)現場で問題の原因を探る研究、 2)現場

で改善代案を探るための研究、 3)今の開題を解決するための研究、 4)新しいプログラムを開発

するための研究、 5)プログラムの逝応過程での差を比較し、一般化するための研究の 5つであ

りこれを通して教育人類学の研究目的と研究内容の方向性が明確に示された。この論文が学会

誌に載せられた後の 2003年からは特に実践研究をすすめる動きが見られ始め、特に教育プロ

グラムの開発及び適用に関する領域の研究が行なわれる動向が見出された。例としては、金ナ

ンスの「環境教育プログラム開発の実践研究」 (2003)、車キョンヒの「『理解のための教授法』

を適用した創意的裁量活動プログラムの実践研究」 (2004)などがある。
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2)教育学としての教育人類学

質的研究の方法論として教育人類学を捉える動向を批判する論文もある。西クンウォン

(1998)は現在の教育人類学の性格を確かめる必要性を主張しながら、最近の研究では教育人類

学が質的研究分野の一つとして受け入れられているが、質的研究と教育人類学研究は区別する

べきだと述べた。その理由としては、教育人類学を研究方法ではなく一つの学問として認める

べきであり、研究方法として質的方法を使うにしても、分析観点により一つの教育現象を把握

することは多様に解釈できるためである。そして、西クンウォンは教育人類学をひとつの学間

分野として認める際、人類学の観点を中心にすえると、教育現象を把握するだけの応用学問と

しての性格を越えられないという間題点があるため、それを乗り越えるためには教育学の観点

から文化現象を把握する試みが要求されると述べた。

その新しい試みとして提案したのは、人類学から学べる「内部者の観点」は尊重するべきで

あり、その内部者の観点から教育現場を研究することによって、研究者は現場の教師の声を聞

くようになるし、その過程から教育学の新しい観点を得られるという内容であった。このこと

は、 2002年の春季学術大会での発表「Upclose & personal :現場研究者が語る学校研究のイ

シューとジレンマ」 (2002)でも示されており、また 2002年 7月の学会誌に掲載された。その

次に「ナラティブ探求 (NarrativeInquiry)」（2002)の研究方法論と関連して、現場の人々、

つまり教師、学生、その他教育関係者の語りに通して教育現象の意味を理解する研究論文が

2003年から徐々に増えた。例の論文を紹介すると、李嚇揆とそのほかの「初等予備教師の実習

体験に関するナラティブ研究」 (2003)、朴セウォンの「初等学生が接す技術環境の意味と教師、

父母の役割」 (2005)、鄭カンスンの「初等学生の留学経験に関するナラティブ研究」 (2006)な

どがある。

3)文化研究のための教育人類学

教育学を一つの領域として区別し文化現象として教育を把握しようとする動向も見られた。

教育学科の韓崇熙(1998)は、文化を生産・流通・受容される過程としての生活世界とみなした

上で、これを巨大な成人学習の場として理解し、その中での民主的学習共同体の可能性を取り

上げる「社会学習パラダイム」の視点を提示した。そして、 1)文化は日常的なものであり、そ

れ自体が構成的な過程、つまり文化そのものは具体的であり、多様な姿を成す過程として把握

する、 2)過去の学校教育のパラダイムでは文化を教育の素材としてしか把握していないが、文

化は教育の素材であると同時に、過程それ自体である、 3)教育を静的な場として捉え、教育議

論における素材として文化があるという概念を越え、教育理論と実践は文化に対して開かれて

おり、葛藤状況そのものである、という捉え方を示した。

そして、 2003年の春季学術大会と 2005年の秋季学術大会でも大衆文化を教育学的に理解・

解釈しようとした。 2003年度には「質的研究の映像的接近：映画から読み取れる教育の話」と

いう題目で、映画と教育の関係に関する発表のほか、韓国の有名な映画を 1つずつ取り上げ、

教育学的分析を行なうという内容で 4つの論文が発表された。この学術大会で発表された 6つ

の発表の内、 4つ口は 2003年 7月の学会誌にも載せられ、学会においても文化研究に力を入
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れている様子が見られた。また、 2005年の秋季学術大会題目では子どもの遊び、ゲーム、マン

ガを文化現象として取り上げ、それに関する質的研究と教育的意味を探る論文が発表された。

韓国における教育人類学の展開•発展はその歴史からも見いだされたように、人類学者から

ではなく教育学者によって積極的に受け入れられてきた。教育学者は教育現象を理解するため、

そしてより望ましい教育を実践するため教育人類学の導入を進めた。韓国の教育人類学は教育

学の一分野として位置づけられているように見える。しかし、その一方で教育それ自体を文化

的過程として捉え、文化研究のなかに位置づけてゆこうとする動向も見いだせる。

注

1本研究は 2006年度運営費交付金によって実施された。タイトルの「人類学的」の語には対象としてのマイノ

リティ集団および方法としての教育現象の文脈的把握（質的アプローチ）が想定されている。また本稿にお

いて用いられる教育人類学研究とは 1954年以後の教育人類学会設立後のとくに「季刊・人類学と教育

(Anthropology and Education Quarterly)」誌を中心とした研究を指している。これに対し人類学的教育

研究は「文化とパーソナリティ」研究をはじめ子どもの発達や教育に関連する人類学的アプローチによる研

究全般を指すものである。

2 「アメリカ合衆国は百数十種にもおよぶ民族集団が混住し、通婚によって融合し、相互に文化的影響を与え

合いながら成立している国」であり、それぞれの民族集団は、ひとつの国民国家のなかで「本来備えている

はずの共通の言語、信仰体系、身体的特性、生活慣行、食習慣などの客観的属性を、他の民族集団との相互

行為のなかで多少とも失いながら、主観的属性としての民族的アイデンテイティを保持しつづけている」（綾

部 1992: 12-13)。

3エミホビッチやマカルティの論文に関しては、研究分担者であるゲーマン氏から教示を受けた。

4 パーセンテージの算出は筆者による。「先住民教育」の分類に北米、中南米の移民民族、アフリカン・ア

メリカン、ラティーノ・ラティーナを除いたネイティブ・アメリカン、アラスカ・ネイティブ、ネイティブ・

ハワイアン、インディゴと呼ばれているエスニックグループの他にアフリカ、パプア・ニューギニアなどの

小規模社会における文化伝達・伝承に関する論文を入れた。論文執筆者の属性は論文中に筆者自身がその旨

を言及した場合のみ先住民（族）出身であると判断した。「論文」には「論文」、「フィールドからの考察

(Reflections from the Field)」、「フィールドに関する考察 (Reflectionson the Field)」、「解説」、編

集者序論を含め、書評を省いた。

5筆者による算出。

6少数民族への優遇政策は、民族自治区域自治法の第 36、37条を参照。

7本章では、『民族教育』の以下のものを中心に分析したものである。

中央民族大学編『民族教育研究』 1994年第三、四期； 1995年第一、二、三期； 1996年第一、三、四

期； 1997年第一、二、三、四期； 1998年第一、二、三、四期； 1999年第一、二、三、四期； 2000年

第三、四期； 2001年第一、二、三、四期； 2002年第三、四期； 2003年第一、二、三期 『民族教育

研究』編集部出版

8具体的には、陳新喩の「‘双語教学’管見」 (1995: 56~57)、曲木鉄西の「双語教育研究二題」 (1995年： 71

~74)や趙秀芝の「試論新脹双語教育的緊迫性」 (1997: 18~21) などを挙げることができる。
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9具体的には、古麗尼薩／加均勒 1997「新彊伊梨吟薩克自治州民族中小学漢語教学質量現状」『民族教育研究』

1997年第二期、膝星 1998「中国新橿和田維吾年族維漢双語教育考察報告」『民族教育研究』 1998年第四期、

英提熱依木・沙依提「喀什、和田地区維吾佑族児童生活環境和漢語学習調査報告」『民族教育研究』 1999年

第二期などを挙げることができる。

1 0具体的には、巴戦竜／膝星 2004「人類学・田野工作・教育研究ー一個教育人類学家的関杯、経験和信念」

『中南民族大学学報』人文社科出版、田漢族／高玉英「課堂教学生活：一種教育人類学的I溺経」『湖南師範

大学教育科学学報』（馬以念／沈恵 2001「回族言語、回族教坊与回族社区幼児教育」『民族教育研究』 2001

年第四期；膝星／楊紅 2004「西方停学業成職帰因理論的本土化I溺経ー山区拉祐族教育人類学田野工作」『広

西民族学院学報』などを挙げることができる。

I I例として、李インヒョ「人文系高校の教職文化研究(1990)」、金ヒベ「授業体裁設計に基づいた教室授業課

程の革新方案探索ー文化記述的研究方法を中心に一 (1991)」、金ヒボック「学父母の文化研究(1992)」、金ジ

ョンウォン「小学校授業に関する参与観察研究 (1997)」などがある。

I 2 この論文で分析対象になる学会誌と関係資料は以下のとおりである。

韓国教育人類学会、『教育人類学研究』、 1998年第 1巻第 l, 2号

韓国教育人類学会、『教育人類学研究』、 1999年第 2巻第 2号

韓国教育人類学会、『教育人類学研究』、 2000年第 3巻第 2、3、4号

韓国教育人類学会、『教育人類学研究』、 2001年第 4巻第 1, 2、3号

韓国教育人類学会、『教育人類学研究』、 2002年第 5巻第 1, 2号

韓国教育人類学会、『教育人類学研究』、 2003年第 6巻第 1, 2号

韓国教育人類学会、『教育人類学研究』、 2004年第 7巻第 l, 2号

韓国教育人類学会、『教育人類学研究』、 2005年第 8巻第 1, 2号

韓国教育人類学会、『教育人類学研究』、 2006年第 9巻第 1, 2号

韓国教育人類学会、『教育人類学研究』、 2007年第 10巻第 1号

韓国教育人類学会、『質的研究の統一性と多様性』、 2001年度秋季学術大会

韓国教育人類学会、『教育現場研究の新しい模索』、 2002年度春季学術大会

韓国教育人類学会、『質的研究の映像的揆近：映画から読み取れる教育の語り』、 2003年度春季学術大会

韓国教育人類学会、『＜教育それ自体として＞教育研究の現象的な接近』、 2004年度春季学術大会

韓国教育人類学会、『初等教育の現実と文化』、 2004年度秋季学術大会

韓国教育人類学会・初等学校文化研究所、『遊び、ゲーム、漫画に関する教育的解釈』、 2005年度秋季学術大

会

韓国教育人類学会、『伝統、教育そして質的研究』、 2006年度秋季学術大会

1 3例としては、郭三根の「教育学におけるフェミニストの研究方法」、劉永晩の「教育工学における質的研究」、

朴恩恵の「特殊教育における質的研究」、金貞孝の「道徳教育における質的研究」などが発表された

1 4朴キルザの「『友達』映画テキストに対する受容者の意味解釈」 (pp33-54)、全ウンヒの「映画を読むこと

の教育的意味：『家へ』を中心に」 (ppl65-204)、鄭ヨングンの「デジタル文化時代の映画と教育」 (pp205-224)、
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鄭在瑣の「映画を通してみた教育現実を読む：『亡くなった詩人の社会』を中心に」 (pp225-260)が、 2003

年 7月『教育人類学研究』第 6巻 2号に掲載された
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Trends in Ethnic Education Research and Educational Research with an 

Anthropological Bent : With a Focus on East Asia and The United States 

Ikko SAKAMOTO, Anaytulla GULJENNET, Jeff GAYMAN, HaJeong Lee 

This article comprises an interim report on a joint research survey focused mainly on 

journal articles, on recent trends in educational research with an anthropological bent in the 

United States and in East Asia. In addition to examining trends in educational anthropology 

research and ethnic education research in the United States, the People's Republic of China, 

the Republic of Korea and Japan, the paper attempts a brief review of educational 

anthropology in the United States, which we considered provides an overall analytical 

framework from which to view the other countries. In the survey so far, the authors, basing 

themselves on the common framework provided by the principal investigator of the 

introduction of educational anthropology to East Asia, each delved into their own focus, 

specifically, Chinese minority education research, Indigenous education research, and 

qualitative educational research in the Republic of Korea, by surveying related literature to 

examine recent trends. While these focuses do not go so far as to provide an overall picture of 

educational research with an anthropological bent in each of these countries, at the very least 

each constitutes crucial aspects and characteristics of recent trends in educational research 

with an anthropological bent in East Asia and the United States, and we consider to have 

confirmed at present the following three points. 

Firstly, the appearance in East Asia of new trends in educational research with an 

anthropological bent. In the past, excepting a small Japanese tertiary education faction (the 

Department of Education of Kyushu University), interest in East Asia in educational 

anthropology, an applied branch of cultural anthropology, had been extremely limited. 

However, through the rise of interest in China on bilingual education amongst ethnic 

minorities, and in Korea through the establishment of a scholastic society of educational 

anthropology and the expansion of the number of scholars, new movements incorporating 

anthropological perspectives and ethnographic methods have gradually taken shape. 

Secondly, educational anthropology in the United States, which can be considered as 

providing the basic framework for East Asian educational research with an anthropological 

bent, has shown new developments within the past ten years, such as a flourish oflndigenous 

education research. Lastly, through the comparative overview of these three countries (four 

countries when including Japan), we were able to confirm the unique accommodation and 

development processes shown when the discourses and methodologies of educational 

anthropology which originates in the United States, articulate with the sociocultural 

~onditions and historical backgrounds of each country. 
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